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著作者人格権に関する課題と検討
一著作者人格権の不行使特約 と放棄の問題 を参考 に 一
































































































































































加戸守行 r著作権法逐条講義 五訂新版J(著作権情報センター 2006年)｡
鳥並良｢第6車著作者人格権の客体 (島並良担当部分)｣著作者人格権検討委月会 r著作者人格権に関する



















































































































































































































































































































































































































































引用が行われたか否かを争った雑誌 ｢諸君!｣事件 (愈二判平10･717判時1651号56頁).(イ)新春版 ｢飛
島昭雄の大兵実r?J事件 (水戸地鼓龍ヶ崎支部判平115･17判タ1031号235頁)､(ウ)｢20世紀 El本の撞


































とを根拠に名誉 声望要件侵害を訴えた ｢名作アニメ絵本廉売｣事件 (東京高判平1318 29)(裁判所HP.
裁判例情報 (判例検索システム))などがあるが､これについてもその適用は否定されている｡
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約法について行った講演良によると,そもそもこの著作権契約法なるものは.｢ドイツ､フランスにお
いては契約法に関する規定がありますが､日本においては著作権契約法というのはないし､著作権に
おいて著作権契約に関する規定は､ほとんどないという状況12｣であるという事実を前株に導出され
た概念であるという｡そうであるならば､この著作権契約法という概念でもって､これまで不明瞭で
あった著作者人格権の不行使特約や放棄などの安当性について､極めて実務的な側面から､それを可
能とする規定を著作権法内もしくは別立法によって設けるということは十分に採り得る方法ではな
いかと思われるC
むろん､別立法による解決策であっても､どこからどこまで著作者人格権の不行使や放棄を認める
のかという範囲の問題一一特に､一般的人格権との括りで~著作権法第113粂6項の部分にまで不行使
特約や放棄を認めるのか'といった問題- が､不行使特約や放棄を認める法規走を設けた後でも問
題として尚残り得るのであろうが､結局それは赦判所の判断や､民法典における一般的人格権の解釈
に委ねられるべき性質のものになるであろう｡少なくとも､著作者人格権の不行使特約や放棄の法規
定を置けば､それを根拠として不行使特約ならびに放棄が完全無効となるような危険性は十分に排除
できるものと思われる｡だとすれば､~契約法一的な別立法でもって､著作者人格権の不行使特約や放
棄のできる乾期を調整可能とするような一幅'の策定をE]指すということは意義があると思われる｡
おわりに
ここまで本稿は､日本の著作権法において"著作者人格権の不行使特約が有効であるか'や､N著作
者人格権の放棄が可能であるかMについて､理論的な違いに基づいた形で解釈上の対立がある問題を
概観し､著作者人格権に関わる学説の整理として､著作財産権と著作者人格権の関連性についての争
いである一一元詮 vs.二元論~と､著作者人格権と一般的人格権の関連性の争いである-異質説 vs.同
質説-について識者を重ねてきた｡そして､El本ではどうしてもこの間題が､~一元論異質説 vs.二元
論同質説-という構図で語られがちであることは本稿3a)でも説明したが､実際はこれに反して､ど
うも一一元論 vs二元論-という争いにおいては-二元論-が.`異質説 vs同質説-という争いにおいて
は､少数説である異質説が日本の著作権法に安当しそうであることはすでに述べたとおりである｡ま
た､この異質説か同質説かという争いは.著作者人格権が一般的人格権かそうでないかについて争う
ため､~人格権であれば不行使特約も放棄も認められないYとの枇点から､著作者人格権の不行使特約
や放棄の問題にダイレクトに影響を及ぼす訊論であることも本稿3)に当たる部分で説明してきた｡
ところが実際､このような~二元論異質説-という解釈を探った場合に一番の間超として浮かび上
がってくるのが､明らかにその保護法益を一般的人格権と一にする著作権法第113粂6項の著作者人
格権みなし侵害規定であることは本箱が指摘した通りである｡そこで､これを如何なる解釈や立法論
12 牧田政行｢著作権契約法｣コビライト2009年9月号No49(社EE法人著作権情報センター 2009年)2-27頁
参照｡
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で回避するのかが問題となってくるという議論を示したのが本稿4)部分であり､ここでは一応採り得
る方法論として'●著作権法第113粂6項に特別な解釈を施して､一般的人格権との絡みの問題を回避す
ること'と 著ー作権法第113粂6項に何らかの立法的アプローチを施して.関連する一般的人格権との
間接を回避すること"の二種類について検討し.その中でも特に後者の立法的アプローチについては､
"著作権法第113粂6項そのものを削除し,著作者人格権と一役的人格権とを明確に切 り分ける"とい
うアプローチと,-著作権法内において､もしくは､何らかの別法を作り上げ､著作者人格権の不行使
特約や放棄などを正面から認める"という2つのアプローチを捷供している｡これら方法論のうち､ど
れが実質的に日本における著作者人格権について安当な解釈 ･運用ができるものであるのかは､本箱
の検討だけでは決めかねるものではあるが,少なくとも各手法はそれなりに妥当性があり､著作者人
格権の不行使の問題や放棄の問題をうまく解決する効果がある程度は備わっているものと自負して
いる｡
いずれにしても､現代の著作権法の世界において､著作者人格権に関する問題を考える際に位も必
要なことは､これまで著作者"人格権"として厳格に律していた権利を再考察し､日本法においてどの
ような解釈を採るのが)rlRも適切なのかをしっかりと検討することにある｡そこで我々に求められるこ
とは､-正した理解ができるような解釈を著作者人格権に施すことであって､その意味では､本稿の
ような著作者人格権に対する考察も､論理の一つとしては､十分に検討に値するものであろう｡
著作権法については､即応性が求められる問題に対する法改正ばかりが目に付く昨今ではあるが､
実は著作権法に関する譲論というのは､本箱が取り上げるような根本的な部分においても､未だに研
究すべき問題が多数存在しているという状態にあることも間違いない｡ところが､インターネットの
普及などの寿子轡を受けて著作権法の影響力が一般人へかなり浸透していることは､かねてより多くの
学者が指摘するところでもあり､現実的な課超として､そのような現代社会の実情を踏まえた理論を
再検討し一法に適合させていく-ことこそが､著作権法の世界に強く求められる視点となっていくので
はないだろうか｡
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